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自治労県職労第42回定期大会を開きます
働きがいのある職場をつくるためすべての職場から大会に結集を！
自治労県職連合（自治労県職労・自治労病院労組・自治労産技労組）第15回大会同時開催

2024活動方針案①

１．国内の情勢（省略）
２．賃金と労働条件の改善
（１）今年の確定闘争
○連合の「2023春季生活闘争 第4回回答集計結果」では、2023年の平均賃上げ率が3.69％と30年ぶりの高さとなりましたが、この間の大幅な物価上昇には追い付いていません。しかし、民間の大幅賃上げを追い風に、物価上昇を上回る賃上げをめざして運動を進める必要があります。
○人事院は6月16日までに民間給与実態調査を終えています。これを受け、本年度はプラス勧告が予想され、県人事委員会勧告からも概ね人事院勧告に沿う勧告が想定されます。
○これまでは人手不足の解消と優秀な人材確保を念頭に、若年層職員に重きを置き、プラス分の改定を行ってきました。
○しかし、昨今の物価上昇から全ての世代が苦しい生活を強いられている状況を踏まえ、全ての世代へのプラス勧告を行うよう県人事委員会に強く求めます。
○人事委員会勧告は制度として承知はするものの、職員の一年間の努力に報いるような勧告を行うよう、県人事委員会に強く求め、万が一にも財源不足などを理由とした賃金削減には断固反対します。
○非正規職員の課題は山積しています。最低限、民間の非正規労働者が保障されている権利を獲得できるよう運動を進めていきます。
〇また、行政需要に必要な財源については、きちんと国が手当てするよう国に要請することを当局に求めるとともに、自治労ルートからも総務省に強く求めていきます。
○最後に県立の福祉関連施設見直しについて、職員の雇用、労働条件を堅持することを基本に、安易な独法化を行わないよう、利用者、障害者団体、組織内国会議員等と連携し求めていきます。
〇　障害者差別解消法を踏まえて、県関係職場におけるノーマライゼーションを推進します。

〇　知的・精神障害者の雇用が行われていますが、職員全体への意識啓発はおろか、配属職場への研修・意識啓発も大変不十分です。障害のある・なし、障害の種別にかかわらず、全ての職員が仲間として働ける環境づくりをめざします。

〇　障害のある職員の通勤に配慮して意向打診・内示を前倒しで行うよう求めるとともに、執務の妨げとなる施設・設備・システムの改修を求めます。

〇　加齢に伴う障害の重度化に対応した労働環境の整備を求めます。
（２）県関係団体職員の賃金改善
〇県職員水準を下回らない賃金制度の確立を求めます。
〇非正規職員についても、同一労働・同一賃金の視点で、改善をめざします。
（３）昇給制度の改善
〇まじめに努力すれば、退職までに行（１）5級相当に到達できる人材育成を求めます。
（４）人事異動について
○人事異動内示を他の都道府県を参考に、3月中旬へ変更するよう求めます。

３．再任用職員の定年引上げに伴う賃金の改善ついて
〇2023年度から定年の引上げが実施され、これにより、再任用職員と定年引上げとなった職員が共に働くこととなります。
○これまで、再任用職員の給与はボーナスの支給率が正規職員の半分に抑えられており、概ね現役時の5割程度でした。
○しかし、定年延長となった職員は給与が7割と定められていることから、概ね同じ仕事をしているにもかかわらず、年収格差が生じることが明白です。
○このことを重大な問題ととらえ、県労連とともに再任用職員の処遇を含めた定年の引上げが円滑に運用されるよう、組合員への制度説明や職場討議の開催、労使交渉・協議など、早急に取り組みを進めていきます。

４．若年層職員について
　県労連とともに若年層の給与等の改善を求めます。
○人員確保の観点から、近隣自治体、特に東京都を念頭においた、初任給格付けの抜本的な見直しを行い、若年層の賃金を改善するよう求めます。
○また、新規採用職員の赴任旅費について、移転料を支給するよう求めます。
○さらに、職員公舎がない状況を踏まえ、住居手当を大幅に改善するよう求めます。

○産前産後休暇、育児休業に入る職員に対しては、休暇制度や共済手続き、福利厚生制度について十分な説明を行うよう求めます。
○さらなる、男性の育児休業取得促進に向けて、所属長等から職員に対して制度を説明する等、取得しやすい環境の整備を図るよう求めます。
○育児休業承認の辞令交付が取得開始日の直前のため、地方職員共済組合への育児休業手当金の申請が遅くなり、手当金の受給が数か月遅れになることから、育児休業承認の辞令交付を早期に行う等の措置を実施し、早期に手当金の支給がなされるよう関係部署等と調整するよう求めます。
５．非正規職員について
（１）賃金水準の改善について
〇引き続き、「補助的・定型的業務」とされている行政補助員の職の検証を行いながら、粘り強く賃金格付けの改善を求めていきます。
〇臨時的任用職員の賃金については、春闘結果として民間非正規職員に対して正規職員以上の引き上げ率となっていることも踏まえ、行政職（１）表の１級のみの使用である状況を、今後、２級以上、具体的には正規職員が一定の期間で到達する３級までの格付けまで、同一労働同一賃金の観点からも求めていきます。
（２）会計年度任用職員制度等の改善について
○これまで、自治労県職労は非正規職員の処遇改善のため様々な要求を実現させてきました。
○とりわけ、昨年の賃金確定闘争では、臨時的任用職員の年次休暇を常勤職員と同等レベルに改善させるなど、大きな成果を上げることができました。
○一方、会計年度任用職員制度は、同一労働・同一賃金の考え方のもと、令和２年度から導入されましたが、依然として待遇面や賃金の格差が存在しており、速やかに是正する必要があります。
○公務の非正規職員は、「無期転換ルール」など、民間の非正規労働者が保障されている権利すら守られておらず、不当な雇止めが公然と行われる危惧があることから、男女雇用機会均等法や労働契約法の「法の精神」を適用するよう強く求めていきます。
○特に近年、福祉職などを中心に慢性的な欠員が生じていますが、臨任や非正規職員に「無期転換ルール」を適用すれば、欠員の解消と雇用の安定の両面から有効な対策となり得ると考えます。
○報酬等については、「補助的・定型的」との業務の規定を打ち破れておらず、その結果として、初任の級が「１級１号」（行政職１表）という格付けをされ、正規職員の大卒初任給である１級29号を上限とされています。
○労働条件についても、「同じ自治体の職員との均等・均衡待遇ではなく、国の非常勤職員との均衡」という、「同一労働・同一賃金」に反した総務省の指導により、大きな格差が残されています。
○今後も当局との交渉を強めるとともに、組織内参議院議員を通じて、厚生労働省から総務省への働き掛けを強めるなど、総務省の姿勢を変えさせる取り組みを強めます。
○今期は、会計年度任用職員の療養休暇を常勤職員と同様の日数とするとともに、全期間有給化を求めるなど休暇制度を中心とした労働条件、任用の仕組み等について交渉を行います。
○また、公務・公共サービスに従事する非正規労働者の雇止め、労働条件の切り下げ等を防ぐため、自治労県職連合として、県職労・病院労組・産技労組の連携を強めます。
若手職員のみなさん！
ユース部バーベキューに参加しませんか？

〇日　時：９月９日（土）10時30分～12時30分
〇会　場：海の公園／シーサイドライン海の公園南口駅

〇参加費：1,000円／人　2,000円／家族
〇申込み：組合事務局（メールまたは電話で）

自治労県職連合　第１５回定期大会

自治労県職労　第４２回定期大会

にすべての職場から参加を！
○日時：9月1日（金）14時～

○場所：波止場会館　４階
若手職員のみなさん！ユース部バーベキューに参加しませんか？


〇日　時：９月９日（土）10時30分～12時30分


〇会　場：海の公園／シーサイドライン海の公園南口駅


〇参加費：1,000円／人　2,000円／家族


〇申込み：組合事務局（メールまたは電話で）








